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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第44期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 （百万円） 151,100 131,025 127,028 122,330 120,237

経常利益 （百万円） 4,952 3,554 3,249 2,814 2,464

当期純利益 （百万円） 2,616 1,686 1,888 1,436 1,345

純資産額 （百万円） 67,957 68,894 68,017 65,132 65,739

総資産額 （百万円） 82,102 94,846 83,136 77,894 80,255

１株当たり純資産額 （円） 2,118.86 2,159.95 2,267.64 2,338.90 2,373.65

１株当たり当期純利益 （円） 80.79 52.61 60.01 48.19 47.22

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 82.8 72.6 81.8 83.6 81.9

自己資本利益率 （％） 3.9 2.5 2.8 2.2 2.1

株価収益率 （倍） 12.2 16.5 20.2 33.3 38.3

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） 23,065 694 △2,286 △284 8,590

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） △81 △5,813 △2,831 △6,089 △8,784

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

（百万円） △1,050 △795 △2,606 △4,291 △1,347

現金及び現金同等物の
期末残高 

（百万円） 37,317 31,311 23,381 12,724 11,457

従業員数 （名） 521 515 503 507 536



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第44期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に当たって

は、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号）を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月

売上高 （百万円） 142,081 123,615 121,646 116,784 114,210

経常利益 （百万円） 4,833 3,333 3,051 2,566 2,148

当期純利益 （百万円） 2,574 1,515 1,704 1,253 1,086

資本金 （百万円） 13,672 13,672 13,672 13,672 13,672

発行済株式総数 （株） 32,443,598 32,072,398 32,072,398 32,072,398 32,072,398

純資産額 （百万円） 66,387 67,246 66,430 63,357 63,330

総資産額 （百万円） 79,672 92,351 80,930 75,285 77,112

１株当たり純資産額 （円） 2,069.91 2,108.29 2,214.73 2,275.13 2,286.62

１株当たり配当額
（内、１株当たり中間
配当額） 

（円） 
20.00 
（10.00）

20.00
(10.00) 

30.00
(10.00) 

40.00 
(20.00) 

40.00
(20.00) 

１株当たり当期純利益 （円） 79.50 47.26 54.03 41.89 37.88

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 83.3 72.8 82.1 84.2 82.1

自己資本利益率 （％） 3.9 2.3 2.5 1.9 1.7

株価収益率 （倍） 12.4 18.4 22.4 38.3 47.7

配当性向 （％） 25.16 42.22 55.52 95.48 105.60

従業員数 （名） 500 492 479 481 515



２【沿革】 

昭和36年２月 会社設立（菱洋電機株式会社）、本社を東京都中央区に開設し、同時に大阪市内に大阪営

業所（現、大阪支店）を開設 

昭和45年９月 仙台市内に仙台営業所を開設（現、仙台支店） 

昭和52年６月 本社内に技術部門を設置 

昭和53年４月 名古屋市内に名古屋営業所を開設（現、名古屋支店） 

昭和54年２月 八王子市内に八王子営業所を開設（現、八王子支店） 

昭和56年９月 熊谷市内に熊谷営業所を開設（現、熊谷支店） 

昭和57年12月 福岡市内に福岡営業所を開設 

昭和59年６月 京都市内に京都営業所を開設 

10月 松本市内に松本営業所を開設（現、松本支店） 

昭和60年５月 デザインセンターを大阪支店内に設置 

６月 社名を『菱洋エレクトロ株式会社』と変更 

11月 デザインセンターを本社内に設置 

昭和61年12月 東京証券取引所市場第二部に株式上場 

平成元年５月 横浜市内に横浜営業所を開設（現、横浜支店） 

８月 シンガポールに現地法人RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD.を設立（現、連結子会社） 

平成３年７月 東京証券取引所市場第一部に株式上場 

平成７年５月 半導体応用技術センターを設置 

平成８年１月 香港に現地法人RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITEDを設立（現、連結子会社） 

平成９年１月 郡山市内に郡山営業所を開設 

２月 米国カリフォルニア州に現地法人RYOYO ELECTRO USA, INC.を設立（現、非連結子会社） 

３月 台湾に現地法人台湾菱洋電子股份有限公司を設立（現、非連結子会社） 

平成15年８月 RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITEDの全額出資により、上海に現地法人菱洋電子貿易 

 (上海)有限公司を設立（現、非連結子会社） 

平成16年９月 東京都中央区にリョーヨーセミコン株式会社を設立（現、非連結子会社） 

平成17年12月 深圳に菱洋電子貿易(上海)有限公司の事務所を開設 

平成18年１月 バンコクに現地法人RYOYO ELECTRO (THAILAND) CO.,LTD.を設立（現、非連結子会社） 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び関係会社）は、当社及び子会社７社により構成されています。 

 当社は、半導体（集積回路・半導体素子）・システム情報機器・その他の電子部品の販売を主たる事業とする専門商社とし

て、国内外の電子機器メーカ、電子機器ユーザへ販売しています。 

 なお、当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業とする専門商社で、単一の事業

活動を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。参考のため、品目区分との関連において当社グ

ループの事業の内容を示すと以下のとおりであります。 

＜事業の内容＞ 

  

 事業の系統図は以下のとおりであります。 

＜事業の系統図＞ 

 

  

 （注） 当連結会計年度中に菱洋エレクトロ株式会社の100％出資子会社として平成18年１月にRYOYO ELECTRO (THAILAND) 

CO.,LTD.を新規設立しております。 

  

品目 主たる取扱商品名 取扱会社 

半導体 

集積回路 
・半導体集積回路 
・混成厚膜集積回路 

当社
RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD. 
RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 
リョーヨーセミコン株式会社 
台湾菱洋電子股份有限公司 
菱洋電子貿易（上海）有限公司 

半導体素子 ・個別半導体 

当社
RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD. 
RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 
菱洋電子貿易（上海）有限公司 

システム情報機器 

・映像出力機器 
・コンピュータ周辺装置 
・ワークステーション・ネットワーク製品 
・ソフトウェア 
・その他 

当社
RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD. 
台湾菱洋電子股份有限公司 

電子部品他 ・一般電子部品等 
当社
RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 
菱洋電子貿易（上海）有限公司 



４【関係会社の状況】 

 （注）１ 上記連結子会社は、特定子会社に該当いたしません。 

２ 上記連結子会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。 

  

  

名称 住所 
資本金又は出
資金 

主要な事業の内容

議決権の所有
（被所有）割合 

関係内容 
所有割
合
（％） 

被所有
割合
（％） 

（連結子会社）  

RYOYO ELECTRO 
SINGAPORE PTE.,LTD. 

シンガポール
共和国 

S$8,000,000
半導体等の販売及
び輸出入 

100.0 ―

当社が販売する商
品の一部を相互に
供給 
役員の兼任 ３名 

RYOYO ELECTRO 
HONG KONG LIMITED 

香港 HK$30,300,000
半導体等の販売及
び輸出入 

100.0 ―

当社が販売する商
品の一部を相互に
供給 
役員の兼任 ２名 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業とする専門

商社で、単一の事業活動を営んでいるため、事業の種類別セグメント又は事業部門ごとに従業員を区分できません。このた

め、従業員数は連結会社の合計により一括して記載しております。 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合はありません。 

  

  

  平成18年１月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

――――― 536

    平成18年１月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

515 37.8 12.8 6,187,314 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度における国内の経済は、企業業績が改善するに従い、個人消費と民間設備投資が順調に拡大し、国内需要を

中心に成長が続きました。 

 エレクトロニクス業界では、デジタル家電（薄型テレビ、ＤＶＤレコーダー、携帯型音楽プレーヤー等）の出荷台数は伸び

ましたが、製品価格の値下がりが続いています。携帯電話は第三世代機へのシフトが進行中です。パソコンは企業向け、個人

向けともに需要が旺盛で、光ファイバーを活用した家庭向けインターネット接続サービスが急速に広がっています。 

 半導体の分野では、デジタル家電や携帯電話向けのシステムＬＳＩが伸び悩み、これらに主軸を置く国内半導体メーカの収

益が悪化しました。 

 このような環境の中で、当社グループは主力商品の各種半導体をはじめ、システム情報機器・ネットワーク関連商品等の販

売を幅広く推し進めた結果、当連結会計年度の売上高は1,202億37百万円（前年度比1.7％減）、経常利益は24億64百万円（前

年度比12.4％減）、当期純利益は13億45百万円（前年度比6.3％減）となりました。 

  

 売上高の品目別の概況は次のとおりです。 

  

［半導体］ 

・集積回路の売上高は493億95百万円で、前連結会計年度より77億63百万円（13.6％）減少。 

これは、携帯電話向けフラッシュメモリの出荷が減少したためです。 

・半導体素子の売上高は250億23百万円で、前連結会計年度より９億92百万円（4.1％）増加。 

これは、パソコンの記録型ＤＶＤ装置に組み込まれるレーザダイオードの出荷が増加したためです。 

  

［システム情報機器］ 

・売上高は391億５百万円で、前連結会計年度より40億52百万円（11.6％）増加。 

これは、サーバ、ネットワーク、セキュリティ製品の出荷が増加したためです。 

  

［電子部品他］ 

・売上高は67億12百万円で、前連結会計年度より６億25百万円（10.3％）増加。 

これは、デジタル機器向け基板及び産業機器向け液晶の出荷が増加したためです。 

  

（注）当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業とする専門商社であり、単一の

事業活動を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 



(2)キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が22億39百万円（前年

度比11.0％減）となり、運転資金の減少があったものの、定期預金の預入、投資有価証券の取得、配当金の支払等により、当

連結会計年度末には114億57百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億66百万円減少しました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益を22億39百万円計上し、売上債権

が53億９百万円減少、仕入債務が18億85百万円増加するなど運転資金が減少したことで、85億90百万円の収入となり、前連結

会計年度に比べ88億75百万円増加しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の売却等による収入20億円等がありましたが、定

期預金預入により30億円、投資有価証券の取得73億73百万円、貸付による支出９億円等により、87億84百万円の支出となり、

前連結会計年度に比べ26億95百万円減少しました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払11億７百万円、自己株式の取得による支出２

億40百万円により、13億47百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ29億43百万円増加しました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業とする専門商社で、単一の事業活動を

営んでいるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

  

(1)仕入実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)販売実績 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 
当連結会計年度

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

前年同期比（％） 

半導体 

集積回路（百万円） 45,904 85.2 

半導体素子（百万円） 22,632 102.9 

小計（百万円） 68,536 90.3 

システム情報機器（百万円） 36,291 111.0 

電子部品他（百万円） 6,459 108.6 

合計（百万円） 111,288 97.2 

区分 
当連結会計年度

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

前年同期比（％） 

半導体 

集積回路（百万円） 49,395 86.4 

半導体素子（百万円） 25,023 104.1 

小計（百万円） 74,418 91.7 

システム情報機器（百万円） 39,105 111.6 

電子部品他（百万円） 6,712 110.3 

合計（百万円） 120,237 98.3 



３【対処すべき課題】 

 当社グループが属するエレクトロニクスの分野では、「ユビキタス社会」（さまざまな機器がデジタル技術を通じてネット

ワークに繋がり、新しいサービスや機能が提供される社会）の実現に向けて、着実な成長が期待されます。 

 このような環境の中で、当社グループは、「半導体・電子部品」と「システム情報機器・ネットワーク関連商品」の２分野に

経営資源を集中し、収益性と成長性を両立できる経営体質の確立を目指してまいります。 

  

 今後とも以下の施策を引き続き実行してまいります。 

  

○ 中長期的に拡大が期待される市場向けに、国内外の有力商品を幅広く取り揃え、顧客とのビジネス基盤を深めてまい

ります。 

○ 顧客の要望を的確に把握した上で、当社の幅広い商品群を組み合わせてご提案することで、顧客の製品開発や情報シ

ステム構築の解決策（ソリューション）を提供してまいります。 

○ ソリューション提案力を強化するために、社内の技術力を一層充実させるとともに、他社との提携を通じて総合力の

強化を図ります。 

○ アジアにおける顧客の生産シフト及び設計の現地化が進んでいますので、本社営業部門と海外６拠点（上海、台北、

深圳、香港、バンコク、シンガポール）との連携を一層強化し、日系顧客のアジア展開に沿った組織作りを進めてま

いります。 

○ 「地球環境保全への貢献」「品質管理と顧客満足度の向上」を実現するために、環境・品質マネジメントシステムを

改善してまいります。なお、当社は国内の全ての拠点で国際環境マネジメント規格「ＩＳＯ１４００１」と国際品質

マネジメント規格「ＩＳＯ９００１」を取得しております。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事

項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

（１）経済状況の急激な変動 

 当社グループの売上の大きな部分を占める半導体は、顧客であるセットメーカが生産するデジタル家電、携帯電話、パ

ソコン、産業機器等の最終製品に組み込まれ、その製品需要は販売される国や地域の経済変動の影響を受けます。 

 従いまして、日本、アジア、欧米等の主要市場における景気後退や需要の減少は、当社グループの業績及び財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）仕入先との契約 

 当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業としています。仕入先との代理

店契約、特約店契約等の契約期間は原則として１年間です。この契約が更新されない場合、または中途解約される場合

は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（３）為替相場の変動 

 当社グループの事業は、海外顧客への販売を含みます。各地域における売上、費用、資産などの外貨建の項目は、連結

財務諸表上は円換算されます。これらの項目は、現地通貨での価値が変わらない場合でも、円換算値は為替相場の変動に

より変わることがあります。また、国内外で発生する外貨建取引につきましては、為替予約等の手法を活用することで為

替差損を回避するよう努めておりますが、為替相場の変動規模によっては当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

（４）退職給付債務 

 当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、割引率等の数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収

益率に基づいて算出されます。 

 従いまして、金利水準の低下や年金資産の運用利回りの悪化は、従業員退職給付費用及び債務の増加をもたらす可能性

があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 平成18年１月31日現在、次の主要各社と販売特約店契約、販売代理店契約等に基づいて取引をいたしております。 

  

６【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

契約会社名 提携先 取扱商品 契約の種類 

菱洋エレクトロ株式
会社（当社） 

㈱ルネサス販売 集積回路、半導体素子 特約店契約 

三菱電機㈱ 
半導体素子、システム情報機器、一般電
子部品 

特約店契約 

インテル㈱ 
集積回路、システム情報機器（インテル
製品全般） 

代理店契約 

日本ヒューレット・パッカード
㈱ 

システム情報機器（パーソナルコンピュ
ータ、プリンタ他） 

販売特約店契約

マイクロソフト㈱ ソフトウェア 代理店契約 

サン・マイクロシステムズ㈱ 
システム情報機器（ワークステーション
他） 

取引基本契約 

アバゴ・テクノロジー㈱ 半導体素子 特約店契約 

エプソン販売㈱ 
システム情報機器（プリンタ、パーソナ
ルコンピュータ他） 

代理店契約 

CIRRUS LOGIC, INC. 集積回路 代理店契約 

京セラミタジャパン㈱ システム情報機器（プリンタ他） 特約店契約 

インフィニオンテクノロジーズ
ジャパン㈱ 

集積回路、半導体素子 代理店契約 

三菱スペース・ソフトウェア㈱ ネットワークセキュリティソフト 総代理店契約 

GENNUM CORPORATION 集積回路 代理店契約 

ナショナルセミコンダクタージ
ャパン㈱ 

集積回路、半導体素子 代理店契約 

XILINX,INC. 集積回路 代理店契約 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており

ます。 

 その作成には、経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の金額及び開示に影響を与える見積

りを必要とします。経営者はこれらの見積りについて、過去の実績を勘案し合理的に判断しておりますが、見積り特有

の不確実性があることから、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合があります。 

 当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は第５ [経理の状況]の連結財務諸表の「連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項」に記載しておりますが、特に次の重要な会計方針が連結財務諸表の作成における重要

な見積りの判断に大きな影響を及ぼすものと考えております。 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 将来、顧客の財務状態が悪化し支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上が必要となる可能性があります。 

② 投資有価証券の減損 

 営業面での取引関係の維持・強化のために、特定の顧客・仕入先・金融機関の株式を保有しております。 

 市場価格のある上場株式については、期末における株価が取得原価に比べ50％以上下落した場合は、株価と取得原

価との差額に相当する額について減損処理することとしております。また、市場価格のない非上場株式については、

実質価額が著しく下落し、かつ、その下落が一時的でないと判断した場合には、その下落した額について減損処理を

行うこととしております。 

 将来、株式市況の悪化、または投資先の業績不振により、評価損の計上が必要となる可能性があります。 

③ 退職給付引当金 

 退職給付費用及び債務は、割引率等の数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待運用収益率に基づいて算

出されておりますが、実際の結果が前提条件と異なる場合や前提条件が変更された場合、その影響は累積され、将来

にわたって規則的に認識されるため、将来期間において認識される費用及び計上される債務に影響を及ぼします。 

  

（２）財政状態の分析 

① 当連結会計年度末における資産合計は802億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ23億60百万円増加しました。

 流動資産は585億95百万円となり、前連結会計年度末に比べ34億55百万円減少しました。この主な要因は、受取手形

及び売掛金が51億37百万円減少。これは、回収サイトの短縮によるものです。一方、有価証券が30億円増加。これ

は、償還期限が１年未満の投資有価証券（円建て債券）を固定資産（投資有価証券）から流動資産へ振替たことによ

るものです。 

 固定資産は216億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ58億15百万円増加しました。この主な要因は、資金の効

率的運用の一環として、現金及び預金から利回りの有利な投資有価証券（円建て債券）の購入及び長期定期預金によ

るものです。 

② 当連結会計年度末における負債合計は145億15百万円となり、前連結会計年度末に比べ17億53百万円増加しました。

 流動負債は129億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ18億９百万円増加しました。この主な要因は、買掛金が

19億85百万円増加。これは、仕入先への買掛金繰上げ支払が減少したためです。 

 固定負債は15億62百万円となり、前連結会計年度末に比べ56百万円減少しました。 

③ 当連結会計年度末における資本合計は657億39百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億７百万円増加しました。

この主な要因は、当期純利益、その他有価証券評価差額金等がそれぞれ増加したためです。 

  

（３）経営成績の分析 

 当連結会計年度における当社グループの売上高は1,202億37百万円となり、前連結会計年度に比べ20億93百万円

（1.7％）減少しました。 

 集積回路の売上高は493億95百万円で、前連結会計年度より77億63百万円（13.6％）減少しました。これは、携帯電

話向けフラッシュメモリの出荷が減少したためです。 

 半導体素子の売上高は250億23百万円で、前連結会計年度より９億92百万円（4.1％）増加しました。これは、パソ

コンの記録型ＤＶＤ装置に組み込まれるレーザダイオードの出荷が増加したためです。 

 システム情報機器の売上高は391億５百万円で、前連結会計年度より40億52百万円（11.6％）増加しました。これ



は、サーバ、ネットワーク、セキュリティ製品の出荷が増加したためです。 

 電子部品他の売上高は67億12百万円で、前連結会計年度より６億25百万円（10.3％）増加しました。これは、デジ

タル機器向け基板及び産業機器向け液晶の出荷が増加したためです。 

 売上原価は1,110億56百万円（前年度比19億61百万円減、原価率92.4％）、売上高から売上原価を差し引いた売上総

利益は91億80百万円（前年度比１億31百万円減）、売上総利益率は前連結会計年度と同水準の7.6％となりました。 

 販売費及び一般管理費は71億18百万円となり、前連結会計年度に比べ３億55百万円増加しました。この主な要因

は、人員の増加に伴い人件費が増加したためです。 

 以上の結果、営業利益は20億62百万円となり、前連結会計年度に比べ４億87百万円減少しました。 

 営業外収益は４億17百万円となりました。その主な内容は、受取利息２億51百万円、為替差益62百万円等です。受

取利息の増加等により、前連結会計年度に比べ１億８百万円増加しました。 

 営業外費用は15百万円となりました。その主な内容は、事務用備品等廃棄損７百万円、売上割引３百万円等であ

り、前連結会計年度に比べ28百万円減少しました。 

 以上の結果、経常利益は24億64百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億50百万円減少しました。 

 また、特別損失に投資有価証券評価損２億24百万円を計上し、税金等調整前当期純利益から法人税、住民税及び事

業税９億71百万円、法人税等調整額△77百万円を差し引いた結果、当期純利益は13億45百万円となり、前連結会計年

度に比べ90百万円減少しました。 

  

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

① キャッシュ・フロー 

第２「事業の状況」 １「業績等の概要」 （２）キャッシュ・フローの状況に記載しております。 

② 資金需要 

当社グループの資金需要の主なものは、商品の購入費用、販売費及び一般管理費等の営業費用等であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

特記事項はありません。 

  

２【主要な設備の状況】 

 当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を主たる事業とする専門商社で、単一の事業活動を

営んでいるため、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1)提出会社 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、建物、機械及び装置、車両運搬具であります。なお、金額には消費税等は含まれておりま

せん。 

  

(2）在外子会社 

 （注） 帳簿価額のうち「その他」は、建物、車両運搬具であります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2）重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  

  

      平成18年１月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業内容 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名） 器具及び

備品 
土地

（面積㎡）
その他 合計 

本社 
（東京都中央区） 

全社統括業務及び
販売業務 

ＯＡ設備他 118
5

(19.81)
107 231 382

        平成18年１月31日現在

会社名 
事業所名
（所在地） 

事業内容 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（名） 器具及び

備品 
土地

（面積㎡）
その他 合計 

RYOYO ELECTRO 
SINGAPORE PTE., 
LTD. 

本社 
（シンガ
ポール） 

販売業務 ＯＡ設備他 3 ― 3 6 10

RYOYO ELECTRO 
HONG KONG 
LIMITED 

本社 
（香港） 

販売業務 ＯＡ設備他 2 ― ― 2 11



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 利益による自己株式の消却による減少であります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 119,628,800 

計 119,628,800 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年１月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年４月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 32,072,398 同左
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

計 32,072,398 同左 ― ― 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成14年２月１日～ 
平成15年１月31日
（注） 

△371,200 32,072,398 ― 13,672 ― 13,336



(4）【所有者別状況】 

 （注） 自己株式4,392,998株は「個人その他」に43,929単元、「単元未満株式の状況」に98株含めて記載しております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注） １ 上記大株主のうち、信託銀行３行の持株数は総て信託業務に係る株式であります。 

２ 上記の他、当社所有の自己株式が4,392千株（13.70％）あります。 

３ 島田元義氏（当社代表取締役会長）は平成18年１月19日逝去しましたが、平成18年１月31日現在名義書換が完了して

いないため、株主名簿上の名義で記載しております。 

     平成18年１月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） ― 48 26 123 96 1 5,367 5,661 ―

所有株式数
（単元） 

― 69,793 9,567 40,954 77,079 10 122,786 320,189 53,498

所有株式数の
割合（％） 

― 21.79 2.99 12.79 24.07 0.00 38.36 100.00 ―

    平成18年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 2,191 6.83

エス・エッチ・シー㈲ 東京都世田谷区奥沢１－26－５ 2,118 6.61

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－11 1,936 6.04

エムエルアイイーエフジー 
（常任代理人 メリルリンチ日本証券㈱） 

東京都中央区日本橋１－４－１ 1,405 4.38

ザ・チェース・マンハッタン・バンク 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行） 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 1,091 3.40

島田 元義 東京都世田谷区奥沢１－26－５ 1,068 3.33

三菱電機㈱ 東京都千代田区丸の内２－７－３ 936 2.92

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋１－９－１ 828 2.58

ステートストリートバンク・アンド・トラス
ト・カンパニー 
（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行） 

東京都中央区日本橋兜町６－７ 654 2.04

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 619 1.93

計 ― 12,851 40.07



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

  平成18年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 4,392,900 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,626,000 276,260 ― 

単元未満株式 普通株式   53,498 ― ― 

発行済株式総数 32,072,398 ― ― 

総株主の議決権 ― 276,260 ― 

    平成18年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

菱洋エレクトロ㈱ 
東京都中央区築地
１―12―22 

4,392,900 ― 4,392,900 13.70

計 ― 4,392,900 ― 4,392,900 13.70



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は内部留保の充実と株主への利益還元をバランス良く行ってまいります。内部留保を充実させ安定した経営基盤を築くこ

とで事業拡大に取り組む一方、各決算期の財政状態や経営環境を検討して株主へ配当をお届けしてまいりました。 

 おかげ様で株主の長年にわたる支援のもとで、中期的な事業拡大に必要な内部留保は、ほぼ十分なところまで充実させて頂く

ことができました。これからの経営環境と運転資金の必要量を総合的に勘案しました結果、期間利益は株主への利益還元として

活用して参る所存です。 

 当期の配当は上記の方針に基づき、１株につき20円の中間配当を実施し、期末配当金につきましても１株につき20円とし、年

間配当金は１株当たり40円とさせていただきました。 

（注） 当期の中間配当に関する取締役会決議日 平成17年９月14日 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

回次 第42期 第43期 第44期 第45期 第46期 

決算年月 平成14年１月 平成15年１月 平成16年１月 平成17年１月 平成18年１月 

最高（円） 1,550 1,348 1,325 1,685 1,925 

最低（円） 900 804 795 1,152 1,520 

月別 平成17年８月 ９月 10月 11月 12月 平成18年１月

最高（円） 1,700 1,763 1,740 1,925 1,855 1,873 

最低（円） 1,581 1,580 1,651 1,662 1,741 1,681 



５【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

代表取締役 

社長 
  島田 義久 昭和24年12月11日生 

昭和49年４月 デュポン・ファーイース

ト・日本支社（現デュポ

ン株式会社）入社 

164 

昭和60年２月 当社入社 企画室長 

昭和62年４月 取締役経営企画部長 

平成５年４月 常務取締役総務部・人事

部・経営管理部担当 

平成７年７月 専務取締役総務人事部・

経理部・経営管理部担当 

平成９年４月 代表取締役副社長総務人

事部・経理部・経営管理

部・財務部統括兼経営管

理部長 

平成13年４月 代表取締役社長（現任） 

代表取締役 

副社長 

システム情報

機器営業統括 
小川 贒八郎 昭和20年１月８日生 

昭和38年９月 当社入社 

85 

昭和57年５月 経理部長 

昭和59年４月 取締役経理部長兼事務管

理部長 

平成元年４月 常務取締役管理本部長兼

総務人事本部管掌 

平成７年７月 専務取締役システム情報

機器営業本部・情報シス

テム部担当 

平成11年４月 代表取締役専務取締役シ

ステム情報機器営業統

括・電子営業統括 

平成18年４月 代表取締役副社長システ

ム情報機器営業統括（現

任） 

専務取締役 
半導体営業第

二本部統括 
佐藤 行男 昭和22年９月25日生 

昭和45年４月 当社入社 

18 

昭和61年２月 半導体二部長 

平成４年８月 神奈川ブロック長兼横浜

支店長 

平成７年４月 取締役関東ブロック本部

長兼横浜支店長 

平成11年４月 常務取締役三菱半導体西

日本営業統括 

平成15年４月 専務取締役半導体営業第

二本部長 

平成16年７月 専務取締役半導体営業第

二本部統括（現任） 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

専務取締役 

半導体営業第

一本部統括・

海外営業本部

統括 

関口 武男 昭和17年７月24日生 

昭和61年３月 当社入社厚木営業所長 

11 

平成２年２月 第一統括部長 

平成７年４月 取締役東京半導体営業本

部長 

平成12年２月 常務取締役三菱半導体営

業第一本部長・海外営業

本部長 

平成15年４月 専務取締役半導体営業第

一本部長・半導体営業第

三本部長・海外営業本部

長 

平成17年８月 専務取締役半導体営業第

一本部統括・海外営業本

部統括（現任） 

常務取締役 
半導体推進室

統括 
毛利 敏明 昭和14年８月25日生 

昭和38年４月 三菱電機株式会社入社 

１ 

平成２年10月 同社半導体事業部半導体

営業推進部長 

平成４年５月 当社出向 

平成４年８月 当社半導体第四統括部長 

平成５年４月 三菱電機株式会社退社 

平成５年４月 取締役半導体第一営業本

部長兼関東ブロック本部

長 

平成７年７月 常務取締役東日本ブロッ

ク本部・海外営業本部担

当 

平成18年２月 常務取締役半導体推進室

統括（現任） 

取締役 
総務人事本部

長・広報室長 
安永 文雄 昭和20年１月12日生 

昭和43年４月 株式会社三菱銀行（現株

式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行）入社 

3 

平成３年６月 同社国際業務部部長 

平成８年６月 当社出向海外経営企画室

長 

平成９年４月 株式会社東京三菱銀行

（現株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）退社 

平成９年４月 当社取締役総務人事部長 

平成18年２月 取締役総務人事本部長・

広報室長（現任） 

取締役 

経理本部長・

情報システム

室統括 

堀切 豊 昭和26年６月28日生 

昭和50年４月 太陽生命保険相互会社

（現太陽生命保険株式会

社）入社 

2 
平成元年７月 当社入社 

平成12年２月 経理部長 

平成13年４月 執行役員経理部長 

平成15年４月 取締役経理本部長・情報

システム室統括（現任） 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役 
半導体営業第

三本部統括 
開嶋 数男 昭和24年１月19日生 

昭和46年４月 三菱電機株式会社入社 

１ 

平成５年６月 同社電子デバイス第三部

長 

平成15年４月 当社入社営業企画室長 

平成16年７月 半導体営業第三本部長 

平成16年12月 執行役員半導体営業第三

本部長 

平成17年４月 取締役半導体営業第三本

部長 

平成17年８月 取締役半導体営業第三本

部統括（現任） 

取締役 

半導体応用技

術センター

長・品質管理

部統括 

初川 宗一 昭和24年７月31日生 

昭和55年10月 松下システムエンジニア

リング株式会社（現パナ

ソニックＭＳＥ株式会

社）入社 

2 

平成２年４月 当社入社 

平成９年３月 半導体応用技術センター

技術部長 

平成13年４月 執行役員半導体応用技術

センター長兼応用技術部

長兼営業技術部長 

平成16年２月 執行役員半導体応用技術

センター長 

平成17年４月 取締役半導体応用技術セ

ンター長 

平成17年９月 取締役半導体応用技術セ

ンター長・品質管理部統

括（現任） 



 （注）１ 監査役のうち、森川進、石川弘幸及び飛島章は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項

に定める社外監査役であります。 

２ 当社では、迅速且つ円滑な業務の執行と経営判断の実現のため執行役員制度を導入しております。 

執行役員は４名で、半導体営業第二本部長 高梨正志、半導体営業第三本部長 福本智、システム情報機器営業第一本

部長 大槻正彦、大阪支店長 篠原正和で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

常勤監査役   森川 進 昭和８年７月８日生 

昭和34年７月 株式会社三協精機製作所

（現日本電産サンキョー

株式会社）入社 

3 
昭和59年６月 常務取締役海外業務部長 

平成２年６月 専務取締役総務・財務・

資材担当 

平成８年４月 当社監査役 

平成10年４月 常勤監査役（現任） 

常勤監査役   田中 昭男 昭和17年10月21日生 

昭和38年７月 当社入社 

20 

昭和61年２月 事務管理部長 

平成７年４月 監査室長 

平成13年４月 監査役 

平成16年４月 常勤監査役（現任） 

監査役   石川 弘幸 昭和16年７月25日生 

昭和53年７月 ソニー株式会社入社 

2 

平成５年６月 ＳＣＭ株式会社取締役 

平成15年６月 ソニー株式会社 関係会

社常勤監査役室所属 

平成16年４月 当社監査役（現任） 

監査役   飛島 章 昭和22年９月20日生 

昭和45年４月 三菱商事株式会社入社 

0 

昭和48年11月 飛島建設株式会社入社 

昭和52年６月 同社取締役 

昭和60年６月 同社代表取締役社長 

平成11年９月 セコム東洋損害保険株式

会社（現セコム損害保険

株式会社）顧問 

平成17年４月 株式会社ＹＯＺＡＮ入社 

平成17年６月 同社取締役（現任） 

平成17年６月 ファンケル株式会社 社

外監査役（現任） 

平成18年４月 当社監査役（現任） 

      計 313



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 経営の健全性、透明性、効率性を確保し、企業価値の増大を図るとともに企業としての社会的責任を果たすために

は、コーポレート・ガバナンスの充実は経営上の重要課題の一つであると認識し、コーポレート・ガバナンスが有効に

機能する体制づくりを進めております。 

  

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

① 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

○ 当社は監査役制度を採用しております。監督と執行を分離する委員会等設置会社制度につきましては今後の経営課

題として検討してまいりますが、当面は従来の監査役制度を維持しながら経営機構改革を進めてまいります。 

○ 取締役会は、法令、定款に定められた事項、経営に関する重要事項を決定し、取締役が相互に業務執行状況を監督

しております。十分な議論の上で的確かつ迅速な意思決定を行うことができるよう取締役の人数を適正な規模（当

事業年度末現在９名）とすることでその機能を高めており、特段、社外取締役は選任しておりません。また、随時

開催される経営会議で経営事項に関する討議を重ね、取締役間の認識の統一を図っています。 

なお、平成13年４月より執行役員制度を導入し、執行役員（当事業年度末現在３名）が業務執行の要所に配置さ

れ、業務統括取締役とともに代表取締役を補佐しています。 

○ 内部統制及びリスク管理につきましては、組織運営、業務管理、法令順守に関する各種の社内規程を制定し、適切

に機能する体制を構築しております。 

○ 内部監査につきましては、内部監査を専門とする監査室が各部門の業務の妥当性と効率性を適時チェックしており

ます。 

○ 監査役監査につきましては、監査役（当事業年度末現在４名、うち社外監査役３名）が実施しております。監査役

は取締役会に常時出席するほか、社内の重要会議にも出席するなど取締役等の業務執行を十分に監査できる体制を

とっております。 

なお、社外監査役と当社の間に取引等の利害関係はありません。 

○ 会計監査につきましては、商法及び証券取引法の規定に基づき、連結財務諸表及び財務諸表について、中央青山監

査法人による監査を受けております。 

同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利害関係はありません。 
  

  

（注１） 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち、自主的に

業務執行社員の交代制度を導入しており、同監査法人において策定された交替計画に基づいて、尾崎隆

昌は平成18年１月期会計期間をもって、交替する予定となっております。 

（注２） 継続監査年数が７年以内であるため、記載を省略しております。 

  

会計監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士７名、会計士補他８名 

公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数 

指定社員 

業務執行社員 

尾崎 隆昌 
中央青山監査法人 

11年 （注１） 

川村 一晴 ―  （注２） 



○ 当社のコーポレート・ガバナンスの体制は、次の図のとおりです。 

 

  

② 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近の１年間における実施状況 

○ 会社情報を積極的に公開することで経営内容の透明性を高めると共に、株主・投資家の判断に必要な経営資料の提

供を図るよう努めております。 

決算（半期）毎に決算説明会を開催し、当社経営陣から証券アナリストを通じて株主・投資家へ事業の状況と今後

の方向性について報告・説明しております。 

併せて、当社ホームページ等を通じて、経営情報を迅速に開示しております。 

○ 本年１月に、国際品質マネジメント規格「ＩＳＯ９００１」の認証を国内の全拠点へ拡大しました。 



（３）役員報酬の内容 

（注）１ 株主総会決議に基づく取締役の報酬については、平成13年４月26日定時株主総会決議において、年額190百

万円以内（使用人部分を除く）とされています。 

２ 株主総会決議に基づく監査役の報酬については、平成13年４月26日開催の定時株主総会決議において、年

額27百万円以内とされています。 

３ 上記支給額のほか使用人兼務取締役に支給した使用人給与（賞与含む）10百万円があります。 

４ 期末日現在の取締役の人数は９名であります。 

  

（４）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 21百万円 

  

区分 

取締役 監査役 計 

支給人員 

（名） 

支給額 

（百万円） 

支給人員 

（名） 

支給額 

（百万円） 

支給人員 

（名） 

支給額 

（百万円） 

定款又は株主総会

決議に基づく報酬 
10 174 4 24 14 199 

利益処分による役

員賞与 
9 38 － － 9 38 

株主総会決議に基

づく退職慰労金 
－ － － － － － 

計 － 212 － 24 － 237 



第５【経理の状況】 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年２月１日から平成17年１月31日まで）及び当連

結会計年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の連結財務諸表並びに第45期事業年度（平成16年２月１日から平

成17年１月31日まで）及び第46期事業年度（平成17年２月１日から平成18年１月31日まで）の財務諸表について、中央青山監

査法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   12,724 11,457 

２ 受取手形及び売掛金   38,190 33,052 

３ 有価証券   1,999 5,000 

４ たな卸資産   8,322 8,554 

５ 繰延税金資産   166 209 

６ その他   711 376 

貸倒引当金   △64 △55 

流動資産合計   62,050 79.7 58,595 73.0

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）器具及び備品  312 330  

減価償却累計額  196 115 196 134 

(2）土地   5 5 

(3）その他  495 485  

減価償却累計額  352 142 347 137 

有形固定資産合計   263 0.3 277 0.3

２ 無形固定資産   51 0.1 214 0.3

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券 ※１  14,332 16,717 

(2）繰延税金資産   708 554 

(3）長期定期預金   ― 3,000 

(4）その他   600 928 

貸倒引当金   △114 △33 

投資その他の資産合計   15,528 19.9 21,167 26.4

固定資産合計   15,844 20.3 21,659 27.0

資産合計   77,894 100.0 80,255 100.0

     



  
  

   
前連結会計年度

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形及び買掛金   9,979 11,964 

２ 未払法人税等   559 431 

３ 未払消費税等   117 8 

４ 賞与引当金   176 192 

５ その他   310 356 

流動負債合計   11,143 14.3 12,953 16.1

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金   1,072 981 

２ 役員退職慰労引当金   525 566 

３ その他   21 14 

固定負債合計   1,618 2.1 1,562 2.0

負債合計   12,762 16.4 14,515 18.1

（少数株主持分）    

少数株主持分   ― ― ― ―

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３  13,672 17.5 13,672 17.0

Ⅱ 資本剰余金   13,336 17.1 13,336 16.6

Ⅲ 利益剰余金   43,495 55.8 43,692 54.4

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  128 0.2 403 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定   △249 △0.3 126 0.2

Ⅵ 自己株式 ※３  △5,250 △6.7 △5,491 △6.8

資本合計   65,132 83.6 65,739 81.9

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  77,894 100.0 80,255 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   122,330 100.0 120,237 100.0

Ⅱ 売上原価   113,017 92.4 111,056 92.4

売上総利益   9,312 7.6 9,180 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 貸倒引当金繰入額  26 ―  

２ 給料及び賞与  2,937 3,101  

３ 賞与引当金繰入額  176 192  

４ 退職給付費用  206 218  

５ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 34 41  

６ 賃借料  432 448  

７ 減価償却費  168 104  

８ その他  2,779 6,763 5.5 3,010 7,118 5.9

営業利益   2,549 2.1 2,062 1.7

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  191 251  

２ 受取配当金  7 9  

３ 仕入割引  30 25  

４ 為替差益  ― 62  

５ その他  79 309 0.2 67 417 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１ 売上割引  9 3  

２ 事務用備品等廃棄損  16 7  

３ 投資有価証券評価損  ７ 2  

４ 自己株式買取手数料  11 ―  

５ その他  0 44 0.0 1 15 0.0

経常利益   2,814 2.3 2,464 2.0

Ⅵ 特別損失    

１ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 298 ―  

２ 投資有価証券評価損  ― 298 0.2 224 224 0.1

税金等調整前当期純利
益 

  2,515 2.1 2,239 1.9

法人税、住民税及び事
業税 

 1,270 971  

法人税等調整額  △191 1,079 0.9 △77 893 0.8

当期純利益   1,436 1.2 1,345 1.1

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  13,336 13,336 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  13,336 13,336 

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  43,277 43,495 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  1,436 1,436 1,345 1,345 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 利益配当金  1,180 1,110

２ 取締役賞与金  38 1,218 38 1,148 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  43,495 43,692 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
 

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   2,515 2,239 

減価償却費   168 104 

有形固定資産売却益   ― △5 

有形固定資産売・廃棄損   15 7 

投資有価証券評価損   ― 227 

為替差損   0 0 

引当金の増加（△減少）額   330 △122 

受取利息及び受取配当金   △199 △261 

投資有価証券売却益   △16 △31 

投資有価証券売却損   0 0 

売上債権の減少額   1,484 5,309 

たな卸資産の増加額   △1,502 △166 

仕入債務の増加（△減少）額   △1,363 1,885 

未払消費税等の増加（△減少）額   45 △109 

その他   △532 367 

小計   947 9,446 

利息及び配当金の受取額   184 264 

法人税等の支払額   △1,416 △1,119 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △284 8,590 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金預入による支出   ― △3,000 

有価証券の売却等による収入   2,000 2,000 

有形固定資産及び無形固定資産の取得
による支出 

  △123 △294 

有形固定資産及び無形固定資産の売却
による収入 

  0 5 

投資有価証券の取得による支出   △8,395 △7,373 

投資有価証券の売却等による収入   431 262 

子会社への貸付による支出   ― △900 

子会社への貸付回収による収入   ― 500 

その他   △2 15 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △6,089 △8,784 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額   △1,177 △1,107 

自己株式の取得による支出   △3,113 △240 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △4,291 △1,347 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   7 274 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △10,657 △1,266 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   23,381 12,724 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 12,724 11,457 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  ２社 (1) 連結子会社の数  ２社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD.

RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 

RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD.

RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 

  (2) 非連結子会社名 (2) 非連結子会社名 

  リョーヨーセミコン株式会社 

台湾菱洋電子股份有限公司 

菱洋電子貿易（上海）有限公司 

RYOYO ELECTRO USA, INC. 

リョーヨーセミコン株式会社 

台湾菱洋電子股份有限公司 

菱洋電子貿易（上海）有限公司 

RYOYO ELECTRO (THAILAND) CO.,LTD.

RYOYO ELECTRO USA, INC. 

  (3) 非連結子会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

(3) 非連結子会社について連結の範囲か

ら除いた理由 

  非連結子会社は、その総資産、売上

高、当期純損益、利益剰余金等のい

ずれも連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしておりませんので連結の範囲

から除外しております。 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社については、連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体として重要性がないため、

持分法を適用せず原価法により評価して

おります。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社の決算日は、12月末日であり

ます。 

連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日と

の間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

    

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

イ 満期保有目的の債券 イ 満期保有目的の債券 

  償却原価法（定額法）によってお

ります。 

同左 

  ロ その他有価証券 ロ その他有価証券 

  (イ) 時価のあるもの (イ) 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

によっております。 

同左 

  (ロ) 時価のないもの (ロ) 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によ

っております。 

同左 



項目 
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  商品 商品 

  
主として移動平均法による原価法

によっております。 
  

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

提出会社は定率法、在外連結子会社

は見積耐用年数による定額法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

同左 

  器具及び備品   ３～20年 

その他      ３～47年 

  

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  提出会社は定額法を採用しておりま

す。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）による定額法を採用して

おります。 
  

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当連結会計年度に帰

属する部分を計上しております。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の額に基づき、当連

結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によ

り按分した額を、発生時から費用処

理しております。 

また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理して

おります。 

同左 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準額を計

上しております。 

  

役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準額を計

上しております。 

  

  （追加情報）   

  提出会社は、当連結会計年度におい

て役員退職慰労金規程の改定を行っ

ております。これに伴い、当連結会

計年度末において改定後の同規程に

基づく支給見込額増加額のうち当連

結会計年度の発生額19百万円を販売

費及び一般管理費に、過年度分相当

額298百万円を特別損失に計上して

おります。 

  

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を

行っております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 同左 

  為替予約取引   

  ヘッジ対象   

  外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引 

  

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  外貨建取引は、「社内外貨管理規

程」に基づき、原則としてその取引

成約時（予定取引を含む）に成約高

の範囲内で為替予約等のデリバティ

ブを利用することにより将来の為替

リスクをヘッジしております。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動の累計とヘッジ手段の相場変

動の累計の両者を比較して評価して

おります。 

同左 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

ただし、３ヶ月を超える定期預金のうち

買掛債務等の支払に充当するものについ

ては、現金同等物に含めております。 

同左 



（表示方法の変更） 

  

（追加情報） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年２月１日 

至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

自己株式買取手数料は営業外費用の総額の100分の10を

超えたため、区分掲記することとしました。なお、前連

結会計年度は営業外費用の「その他」に７百万円含まれ

ております。 

１．「為替差益」は営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記することとしました。なお、前連結

会計年度は営業外収益の「その他」に21百万円含まれ

ております。 

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「自己

株式買取手数料」（当連結会計年度１百万円）は、営

業外費用の総額の100分の10以下となったため、営業

外費用の「その他」に含めて表示することに変更しま

した。 

前連結会計年度
（自 平成16年２月１日 

至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が86百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそれ

ぞれ86百万円減少しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（平成18年１月31日） 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

※１ 非連結子会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

投資有価証券（株式）     448百万円 投資有価証券（株式）     571百万円 

 ２ 保証債務  ２ 保証債務 

次の子会社について、輸入に係る消費税等延納

に関する保証を行っております。 

(1）次の子会社について、取引先からの仕入債務に

対する保証を行っております。 

  

保 証 先 金 額 

リョーヨーセミコン㈱ 14百万円 

保 証 先 金 額 

台湾菱洋電子股份有限公司 0百万円 

(US＄757） 

  (2）次の子会社について、輸入に係る消費税等延納

に関する保証を行っております。 

  保 証 先 金 額 

リョーヨーセミコン㈱ 13百万円 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数 

※３ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数 

普通株式          4,241,311株 普通株式          4,392,998株 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

32,072,398株であります。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

32,072,398株であります。 

前連結会計年度
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

の現金及び預金残高は一致しております。 

同左 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具及び備品 4 3 0

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円） 

ソフトウェア 21 2 18 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 0百万円

１年超 ― 

合計 0百万円

１年以内 3百万円

１年超 14百万円

合計 18百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 
  

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

２ 前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

３ 時価評価されていない有価証券 

（注）その他有価証券で時価のない株式について、前連結会計年度及び当連結会計年度において、それぞれ７百万円、227百

万円減損処理を行っております。 

区分 

前連結会計年度（平成17年１月31日） 当連結会計年度（平成18年１月31日）

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

取得原価
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

  

(1) 株式 357 574 216 383 1,062 679

(2) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 357 574 216 383 1,062 679

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

  

(1) 株式 ― ― ― ― ― ―

(2) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 ― ― ― ― ― ―

合計 357 574 216 383 1,062 679

内容 
前連結会計年度（平成17年１月31日） 当連結会計年度（平成18年１月31日）

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券 

社債 1,999 1,000 

ユーロ円債 13,000 19,000 

(2) その他有価証券 

非上場株式 309 82 

合計 15,309 20,082 



４ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

  

  次へ 

区分 

前連結会計年度（平成17年１月31日） 当連結会計年度（平成18年１月31日） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

１年以内
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超
（百万円） 

(1) 満期保有目的の債券   

社債 999 1,000 ― ― ― 1,000 ― ―

その他 1,000 12,000 ― ― 5,000 14,000 ― ―

(2) その他有価証券   

その他 ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 1,999 13,000 ― ― 5,000 15,000 ― ―



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

(1) 取引の内容及び利用目的等 (1) 取引の内容及び利用目的等 

提出会社は、通常の営業取引から生じる外貨建債

権・債務に係る為替相場変動によるリスクを回避す

る目的で、先物為替予約取引を利用しております。 

先物為替予約取引については、対象となる外貨建資

産・負債の必要とされる範囲内で利用しておりま

す。 
  

同左 

(2) 取引に係るリスクの内容 (2) 取引に係るリスクの内容 

提出会社が利用しているデリバティブ取引は、為替

変動、価格変動によるリスクを有しております。 

なお、提出会社のデリバティブ取引の契約先は、い

ずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の

契約不履行による信用リスクはほとんどないと認識

しております。 

同左 

(3) リスクの管理体制 (3) リスクの管理体制 

提出会社のリスク管理は、経営上多額な損失を被る

ことのないよう、デリバティブ取引が利用目的に沿

って、決められた範囲内で効果的に行われているか

どうかを中心に、実施しております。 

日常においては、提出会社の経理部内の相互牽制と

チェックにより行われ、経理部においては、担当者

と確認者を区別し、取引の都度、報告書を作成し経

営者へ報告を行うとともに、毎月の取締役会におい

て、利用目的別に契約残高・デリバティブの状況・

含み損益等の状況を報告しております。 

同左 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成17年１月31日） 

 提出会社は、デリバティブ取引（為替予約取引等）を利用しておりますが、全てヘッジ会計が適用されるため、記載を

省略しております。 

  

当連結会計年度（平成18年１月31日） 

 提出会社は、デリバティブ取引（為替予約取引等）を利用しておりますが、全てヘッジ会計が適用されるため、記載を

省略しております。 

  

  

  次へ 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 提出会社は、退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度及び適格退職年金制度を採用しております。 

 また、従業員の退職に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支

払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

３ 退職給付費用の内訳 

 (注) 上記退職給付費用以外に、割増退職金(前連結会計年度９百万円、当連結会計年度13百万円)を支払っており、販売費及び一

般管理費として計上しております。 

  前連結会計年度
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年１月31日） 

(1) 退職給付債務 △2,568百万円 △2,685百万円 

(2) 年金資産 1,226百万円 1,762百万円 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,342百万円 △923百万円 

(4) 未認識数理計算上の差異 256百万円 △65百万円 

(5) 未認識過去勤務債務(債務の減額) 13百万円 11百万円 

(6) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △1,072百万円 △977百万円 

(7) 前払年金費用 ― 4百万円 

(8) 退職給付引当金(6)－(7) △1,072百万円 △981百万円 

  
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

(1) 勤務費用 143百万円 155百万円 

(2) 利息費用 58百万円 51百万円 

(3) 期待運用収益 △21百万円 △24百万円 

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 23百万円 33百万円 

(5) 過去勤務債務の費用処理額 1百万円 1百万円 

(6) 退職給付費用(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5) 206百万円 218百万円 



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （注）１ 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、発生時から費用処理しており

ます。 

２ 発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。 

  

（税効果会計関係） 

  

  
前連結会計年度

（平成17年１月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年１月31日） 

(1) 退職給付見込額の期間按分方法 期間定額基準 同左 

(2) 割引率 2.00％ 同左 

(3) 期待運用収益率 2.00％ 同左 

(4) 過去勤務債務の処理年数  (注)１ 10年 同左 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 (注)２ 10年 同左 

前連結会計年度
（平成17年１月31日） 

当連結会計年度
（平成18年１月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  

繰延税金資産  

退職給付引当金 415百万円

役員退職慰労引当金 213百万円

無形固定資産 90百万円

賞与引当金 71百万円

未払事業税 46百万円

その他 124百万円

繰延税金資産合計 963百万円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △88百万円

繰延税金負債合計 △88百万円

繰延税金資産の純額 874百万円

繰延税金資産  

退職給付引当金 387百万円

役員退職慰労引当金 230百万円

投資有価証券評価損 91百万円

賞与引当金 78百万円

無形固定資産 63百万円

その他 189百万円

繰延税金資産合計 1,040百万円

   

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △276百万円

繰延税金負債合計 △276百万円

繰延税金資産の純額 764百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以

下であるため、記載を省略しております。 

同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において当社グループは、半導体、システム情報機器及びその他の電子部品の販売を

主たる事業とする専門商社で、それらの商品の種類・性質等も類似しておりますので、単一事業分野の営業活動として、他

に開示基準に該当するセグメントはありませんので、その記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度及び当連結会計年度において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しておりま

す。 

  

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

  
 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
前連結会計年度

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 2,338.90円 2,373.65円

１株当たり当期純利益金額 48.19円 47.22円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため、記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

当期純利益（百万円） 1,436 1,345 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 38 

（うち利益処分による取締役賞与金） （38） （38） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,398 1,307 

期中平均株式数（株） 29,019,866 27,689,196 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第45期

（平成17年１月31日） 
第46期 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   10,791 8,921 

２ 受取手形   1,005 757 

３ 売掛金   36,320 31,427 

４ 営業未収金   88 78 

５ 有価証券   1,999 5,000 

６ 商品   7,609 7,810 

７ 前渡金   34 99 

８ 前払費用   1 10 

９ 繰延税金資産   157 200 

10 未収入金   304 179 

11 その他   242 76 

貸倒引当金   △64 △55 

流動資産合計   58,492 77.7 54,505 70.7

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1）建物  149 161  

減価償却累計額  111 37 112 48 

(2）機械及び装置  291 280  

減価償却累計額  200 90 197 83 

(3）車両運搬具  11 11  

減価償却累計額  7 3 8 2 

(4）器具及び備品  287 302  

減価償却累計額  178 109 174 127 

(5）土地   5 5 

有形固定資産合計   247 0.3 267 0.3

２ 無形固定資産    

(1）商標権   0 0 

(2）ソフトウェア   38 40 

(3）その他   12 173 

無形固定資産合計   51 0.1 214 0.3

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券   13,884 16,145 

(2）関係会社株式   1,431 1,548 

(3）関係会社長期貸付金   ― 400 

(4）従業員長期貸付金   72 57 

(5）更生債権等   80 ― 

(6）長期前払費用   3 3 

(7）繰延税金資産   708 554 

(8）差入保証金   380 406 

(9）長期定期預金   ― 3,000 

(10）その他   46 41 

貸倒引当金   △114 △33 

投資その他の資産合計   16,493 21.9 22,124 28.7

固定資産合計   16,792 22.3 22,607 29.3

資産合計   75,285 100.0 77,112 100.0

     



  

  

    
第45期

（平成17年１月31日） 
第46期 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金   9,227 11,288 

２ 未払金   58 90 

３ 未払費用   183 196 

４ 未払法人税等   512 403 

５ 未払消費税等   117 8 

６ 前受金   4 7 

７ 預り金   35 32 

８ 賞与引当金   176 192 

９ その他   0 5 

流動負債合計   10,316 13.7 12,226 15.9

Ⅱ 固定負債    

１ 退職給付引当金   1,065 976 

２ 役員退職慰労引当金   525 566 

３ その他   20 13 

固定負債合計   1,611 2.1 1,556 2.0

負債合計   11,928 15.8 13,782 17.9

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１  13,672 18.2 13,672 17.7

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  13,336 13,336  

２ その他資本剰余金    

自己株式処分差益  0 0  

資本剰余金合計   13,336 17.7 13,336 17.3

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  1,290 1,290  

２ 任意積立金    

別途積立金  38,300 38,300  

３ 当期未処分利益  1,880 1,818  

利益剰余金合計   41,470 55.1 41,409 53.7

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  128 0.2 403 0.5

Ⅴ 自己株式 ※４  △5,250 △7.0 △5,491 △7.1

資本合計   63,357 84.2 63,330 82.1

負債・資本合計   75,285 100.0 77,112 100.0

     



②【損益計算書】 

    
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   116,784 100.0 114,210 100.0

Ⅱ 売上原価    

１ 商品期首たな卸高  6,235 7,609  

２ 当期商品仕入高  109,423 105,775  

合計  115,658 113,385  

３ 商品期末たな卸高  7,609 108,049 92.5 7,810 105,575 92.4

売上総利益   8,735 7.5 8,635 7.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 貸倒引当金繰入額  26 ―  

２ 物流費  481 505  

３ 給料及び賞与  2,851 3,003  

４ 賞与引当金繰入額  176 192  

５ 退職給付費用  204 216  

６ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 34 41  

７ 福利費  443 478  

８ 賃借料  416 427  

９ 減価償却費  156 95  

10 その他  1,715 6,507 5.6 1,875 6,836 6.0

営業利益   2,227 1.9 1,799 1.6

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  8 11  

２ 有価証券利息  160 160  

３ 受取配当金  7 9  

４ 仕入割引  30 25  

５ 為替差益  89 63  

６ システム使用料 ※ 29 32  

７ その他  57 383 0.3 62 365 0.3

     



  

    
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 売上割引  9 3  

２ 事務用備品等廃棄損  16 7  

３ 投資有価証券評価損  7 2  

４ 自己株式買取手数料  11 ―  

５ その他  0 44 0.0 1 15 0.0

経常利益   2,566 2.2 2,148 1.9

Ⅵ 特別損失    

１ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 298 ―  

２ 投資有価証券評価損  ― 298 0.3 224 224 0.2

税引前当期純利益   2,267 1.9 1,924 1.7

法人税、住民税及び事
業税 

 1,205 915  

法人税等調整額  △191 1,013 0.8 △77 837 0.7

当期純利益   1,253 1.1 1,086 1.0

前期繰越利益   1,207 1,285 

中間配当額   581 553 

当期未処分利益   1,880 1,818 

     



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

    
第45期

株主総会承認年月日 
（平成17年４月27日） 

第46期 
株主総会承認年月日 
（平成18年４月27日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  1,880 1,818 

Ⅱ 利益処分額  

１ 利益配当金  556 553

２ 取締役賞与金  38 594 38 591 

Ⅲ 次期繰越利益  1,285 1,227 

   



重要な会計方針 

項目 
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法）によっており

ます。 

同左 

  (2) 子会社株式 (2) 子会社株式 

  移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

  (3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

  ① 時価のあるもの ① 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）によっておりま

す。 

同左 

  ② 時価のないもの ② 時価のないもの 

  移動平均法による原価法によって

おります。 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 商品  商品 

移動平均法による原価法によってお

ります。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物     ３～47年 

機械及び装置 ４～８年 

車両運搬具    ６年 

器具及び備品 ４～20年 

同左 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）による定額法を採用して

おります。 

同左 



項目 
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額のうち当期に帰属する部分

を計上しております。 

同左 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金

資産の額に基づき、当期末において

発生していると認められる額を計上

しております。 

なお、過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）による定額法に

より按分した額を、発生時から費用

処理しております。 

また、数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定額法

により按分した額を、それぞれ発生

の翌期から費用処理しております。 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準額を計

上しております。 

  

役員に対する退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準額を計

上しております。 

  

  （追加情報）   

  当期において役員退職慰労金規程の

改定を行っております。これに伴

い、当期末において改定後の同規程

に基づく支給見込額増加額のうち当

期の発生額19百万円を販売費及び一

般管理費に、過年度分相当額298百

万円を特別損失に計上しておりま

す。 

  



項目 
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については、振当処理を

行っております。 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 同左 

  為替予約取引   

  ヘッジ対象   

  外貨建金銭債権債務及び外貨建予

定取引 

  

  (3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針 

  外貨建取引は、「社内外貨管理規

程」に基づき、原則としてその取引

成約時（予定取引を含む）に成約高

の範囲内で為替予約等のデリバティ

ブを利用することにより将来の為替

リスクをヘッジしております。 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ開始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ対象の相

場変動の累計とヘッジ手段の相場変

動の累計の両者を比較して評価して

おります。 
  

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 



（表示方法の変更） 

  

（追加情報） 

  

  

  次へ 

第45期 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

（貸借対照表） ―――――― 

前期まで区分掲記しておりました「電話加入権」（当

期末残高12百万円）及び「電気通信施設利用権」（当

期末残高０百万円）は、重要性がなくなったため、無

形固定資産の「その他」として表示することに変更し

ました。 

  

（損益計算書） （損益計算書） 

「自己株式買取手数料」は営業外費用の総額の100分

の10を超えたため、区分掲記することとしました。な

お、前期は営業外費用の「その他」に７百万円含まれ

ております。 

前期まで区分掲記しておりました「自己株式買取手数

料」（当期１百万円）は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、営業外費用の「その他」に含

めて表示することに変更しました。 

第45期 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

――――――  「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当期から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計

基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税

の付加価値割及び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が86百万円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ86百万円減少しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

第45期 
（平成17年１月31日） 

第46期
（平成18年１月31日） 

※１ 会社が発行する株式の総数 ※１ 会社が発行する株式の総数 

普通株式   119,628,800株 普通株式   119,628,800株 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式の総数についてこ

れに相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式の総数についてこ

れに相当する株式数を減ずることとなっておりま

す。 

発行済株式の総数 発行済株式の総数 

普通株式    32,072,398株 
  

普通株式    32,072,398株 

 ２ 保証債務  ２ 保証債務 

（１）次の子会社について、取引先からの仕入債

務に対する保証を行っております。 

（１）次の子会社について、取引先からの仕入債

務に対する保証を行っております。 

  

保 証 先 金 額 

RYOYO ELECTRO  

SINGAPORE PTE.,LTD. 

23百万円 

（US$223,045） 

RYOYO ELECTRO 

HONG KONG LIMITED 

0百万円 

（US$1,200） 

保 証 先 金 額 

RYOYO ELECTRO  

SINGAPORE PTE.,LTD. 

61百万円 

（US$519,674） 

RYOYO ELECTRO 

HONG KONG LIMITED 

0百万円 

（US$2,450） 

台湾菱洋電子股份有

限公司 

0百万円 

（US$757） 

（２）次の子会社について、輸入に係る消費税等

延納に関する保証を行っております。 

（２）次の子会社について、輸入に係る消費税等

延納に関する保証を行っております。 

保 証 先 金 額 

リョーヨーセミコン㈱ 14百万円 

保 証 先 金 額 

リョーヨーセミコン㈱ 13百万円 

 ３ 配当制限  ３ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産額が128百万

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

有価証券の時価評価により、純資産額が403百万

円増加しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

※４ 会社が保有する自己株式の数 ※４ 会社が保有する自己株式の数 

普通株式     4,241,311株 普通株式     4,392,998株 

第45期 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

※ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。 

システム使用料       29百万円 システム使用料       32百万円 



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

第45期 
（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
  

  
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

器具及び備品 4 3 0

取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

ソフトウェア 21 2 18 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年以内 0百万円

１年超 ― 

 合計 0百万円

１年以内 3百万円

１年超 14百万円

 合計 18百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

３ 支払リース料及び減価償却費相当額 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 
  
支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 



（有価証券関係） 

 第45期（平成17年１月31日現在）及び第46期（平成18年１月31日現在）における子会社株式で時価のあるものはありませ

ん。 

  



（税効果会計関係） 

  

第45期 
（平成17年１月31日） 

第46期
（平成18年１月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
  

繰延税金資産   

退職給付引当金 415百万円 

役員退職慰労引当金 213百万円 

無形固定資産 90百万円 

賞与引当金 71百万円 

未払事業税 46百万円 

その他 115百万円 

繰延税金資産合計 954百万円 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △88百万円 

繰延税金負債合計 △88百万円 

繰延税金資産の純額 866百万円 

繰延税金資産   

退職給付引当金 387百万円 

役員退職慰労引当金 230百万円 

投資有価証券評価損 91百万円 

賞与引当金 78百万円 

無形固定資産 63百万円 

その他 180百万円 

繰延税金資産合計 1,032百万円 

    

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △276百万円 

繰延税金負債合計 △276百万円 

繰延税金資産の純額 755百万円 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.05％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 2.11％ 

住民税均等割額 0.76％ 

その他 △0.21％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 44.71％ 

法定実効税率 40.69％ 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 2.24％ 

住民税均等割額 0.90％ 

その他 △0.32％ 

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 43.51％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

区分 
第45期

（自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日） 

第46期 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 2,275.13円 2,286.62円 

１株当たり当期純利益金額 41.89円 37.88円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

  
第45期

(自 平成16年２月１日 
至 平成17年１月31日) 

第46期 
(自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日) 

当期純利益（百万円） 1,253 1,086 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 38 38 

（うち利益処分による取締役賞与金） （38） （38） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,215 1,048 

期中平均株式数（株） 29,019,866 27,689,196 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（百万円） 

（投資有価証券） 

（その他有価証券） 

三菱電機㈱ 1,000,000 955

プロサイド㈱ 750 75

㈱大塚商会 4,696 62

㈱百十四銀行 55,125 44

㈱ソリトンシステムズ 135,000 6

㈱イーヤマ 500 0

計 1,196,071 1,144



【債券】 

  

  

銘柄 券面総額（百万円） 貸借対照表計上額（百万円） 

（有価証券） 

（満期保有目的の債券） 

DINO Corporation No.22 1,000 1,000

東京三菱インターナショナル No.365 
クレジットリンク債 

1,000 1,000

DINO Corporation No.28 1,000 1,000

DINO Corporation No.30 1,000 1,000

DINO Corporation No.34 1,000 1,000

小計 5,000 5,000

（投資有価証券） 

（満期保有目的の債券） 

東京三菱インターナショナル・クレジッ
トリンク債 

1,000 1,000

東京三菱インターナショナル・ユーロ円
クレジットリンク債 

1,000 1,000

Mitsui&Co.,Asia Investment Ltd. 1,000 1,000

三井住友銀リース㈱ 1,000 1,000

Cypher Limited No.6 1,000 1,000

SUMITOMO CORP CAPITAL NETHER LANDS 
B.V. 

1,000 1,000

American Honda Finance Corporation 1,000 1,000

㈱三菱東京フィナンシャル・グループ第
１回無担保社債 

1,000 1,000

Mitsubishi UFJ Securities 
International Plc. 

1,000 1,000

Nomura Europe Finance N.V. №.6724 1,000 1,000

Nomura Europe Finance N.V. №.6835 1,000 1,000

Nomura Europe Finance N.V. №.6976 1,000 1,000

Mitsubishi UFJ Securities 
International Plc. No.1404 

1,000 1,000

Mitsubishi UFJ Securities 
International Plc. No.1435 

1,000 1,000

Nomura Europe Finance N.V. №.7715 1,000 1,000

小計 15,000 15,000

計 20,000 20,000



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 有形固定資産及び無形固定資産の金額については、資産総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加

額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額
（百万円） 

当期末残高
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産   

建物 ― ― ― 161 112 5 48

機械及び装置 ― ― ― 280 197 33 83

車両運搬具 ― ― ― 11 8 1 2

器具及び備品 ― ― ― 302 174 34 127

土地 ― ― ― 5 ― ― 5

有形固定資産計 ― ― ― 760 492 74 267

無形固定資産   

商標権 ― ― ― 0 0 0 0

ソフトウェア ― ― ― 100 59 20 40

その他 ― ― ― 176 2 0 173

無形固定資産計 ― ― ― 277 62 20 214

長期前払費用 7 2 ― 9 6 2 3



【資本金等明細表】 

 （注）１ 当期末における自己株式数は4,392,998株であります。 

２ 自己株式処分差益の当期増加額は、単元未満株式買増制度に伴い発生した自己株式の処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）のうち、97百万円は洗替えによる戻入額であり、０百万円は債権回収に伴う戻入額で

あります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（百万円） 13,672 ― ― 13,672

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） (32,072,398) （―） （―） (32,072,398)

普通株式 （百万円） 13,672 ― ― 13,672

計 （株） (32,072,398) （―） （―） (32,072,398)

計 （百万円） 13,672 ― ― 13,672

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （百万円） 13,336 ― ― 13,336

（その他資本剰余金）    

自己株式処分差益
（注）２ 

（百万円） 0 0 ― 0

計 （百万円） 13,336 0 ― 13,336

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 1,290 ― ― 1,290

（任意積立金）    

別途積立金 （百万円） 38,300 ― ― 38,300

計 （百万円） 39,590 ― ― 39,590

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額
（百万円） 

当期減少額
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 178 88 80 97 88

賞与引当金 176 192 176 ― 192

役員退職慰労引当金 525 41 ― ― 566



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

ａ 現金及び預金 

  

ｂ 受取手形 

(a）相手先別内訳 

  

(b)期日別内訳 

  

区分 金額（百万円）

現金 2 

預金 

当座預金 144 

普通預金 224 

通知預金 1,275 

定期預金 7,275 

預金計 8,918 

合計 8,921 

相手先 金額（百万円）

鳥取オンキョー㈱ 161 

㈱テクノデバイス 84 

㈱アムテックス 41 

㈱太信 35 

ケイテック㈱ 31 

その他 403 

合計 757 

期日 金額（百万円）

平成18年２月 209 

３月 250 

４月 155 

５月 105 

６月 34 

７月以降 1 

合計 757 



ｃ 売掛金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高と損益計算書売上高との差額は、手数料収入等及び商品売上高に係る消費税等であります。 

  

ｄ 営業未収金 

(a）相手先別内訳 

  

(b）営業未収金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高は、手数料収入等及びそれに係る消費税等であります。 

相手先 金額（百万円）

三洋メディアテック㈱ 2,815 

松下電器産業㈱ 2,706 

パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱ 1,728 

ソニーイーエムシーエス㈱ 1,479 

㈱東芝 1,046 

その他 21,651 

合計 31,427 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

36,320 119,294 124,187 31,427 79.80 103.64

相手先 金額（百万円）

㈱ルネサス販売 41 

RYOYO ELECTRO SINGAPORE PTE.,LTD． 29 

三菱電機㈱ 3 

RYOYO ELECTRO HONG KONG LIMITED 2 

Kyoei Electronics Hong Kong Limited. 0 

その他 1 

合計 78 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D)
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

88 282 292 78 78.80 108.40



ｅ 商品 

  

② 流動負債 

  買掛金 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

品目 金額（百万円）

集積回路 4,551 

半導体素子 1,307 

システム情報機器 1,683 

電子部品他 268 

合計 7,810 

相手先 金額（百万円）

㈱ルネサス販売 1,099 

インテル㈱ 996 

三菱電機㈱ 961 

エプソン販売㈱ 877 

㈱大塚商会 658 

その他 6,694 

合計 11,288 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注） 決算公告については、当社のホームページ（http://www.ryoyo.co.jp）に掲載しております。 

  

決算期 １月31日 

定時株主総会 ４月中 

基準日 １月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

中間配当基準日 ７月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
無料。ただし分割、併合、喪失、汚損、毀損の場合に限り、発行する株券
１枚につき200円。 

単元未満株式の買取り
または買増し 

 

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当金額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 （注） 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項なし



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第45期）（自 平成16年２月１日 至 平成17年１月31日） 

平成17年４月28日関東財務局長に提出。 

  

(2）半期報告書 

（第46期中）（自 平成17年２月１日 至 平成17年７月31日）  平成17年10月20日関東財務局長に提出。 

  

(3)臨時報告書 

平成18年１月27日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。 

  

(4)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年１月１日 至 平成17年１月31日）  平成17年２月７日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年２月１日 至 平成17年２月28日）  平成17年３月９日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）  平成17年４月５日関東財務局長に提出。 

報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月27日）  平成17年５月12日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年４月２７日

菱 洋 エ レ ク ト ロ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている菱洋エレクトロ株式

会社の平成１６年２月１日から平成１７年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、菱洋エレクトロ

株式会社及び連結子会社の平成１７年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  関与社員 公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２７日

菱 洋 エ レ ク ト ロ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている菱洋エレクトロ株式

会社の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、菱洋エレクトロ

株式会社及び連結子会社の平成１８年１月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年４月２７日

菱 洋 エ レ ク ト ロ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている菱洋エレクトロ株式

会社の平成１６年２月１日から平成１７年１月３１日までの第４５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、菱洋エレクトロ株式

会社の平成１７年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  関与社員 公認会計士 川 村 一 晴 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年４月２７日

菱 洋 エ レ ク ト ロ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている菱洋エレクトロ株式

会社の平成１７年２月１日から平成１８年１月３１日までの第４６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、菱洋エレクトロ株式

会社の平成１８年１月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 尾 崎 隆 昌 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 村 一 晴 
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